
 

 

 

 

 

 

 

令和７年度 

鶴岡市空き店舗解消リフォーム事業補助金 

 

実施要領 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年５月 

鶴岡市商工観光部商工課 

  



１． 目的 

本補助金は、本市の空き家、空き店舗等の遊休ストックの利活用の促進を図るため、市内の事業

者・創業者・事業承継者等が新規開業に向けて店舗改装等を行う場合に、その初期費用の一部を補

助するものです。 

 

２． 用語の定義 

この募集要領における用語の定義は、以下のとおりとします。 

(1) 店舗 

  商品やサービスを提供する等の直接的に商業的な活動を行う場所のことをいう。 

(2) 創業 

事業を営んでいない個人が新たに事業を開始することをいう。 

(3) 事業承継 

令和７年４月１日から令和８年３月３１日までに前事業主の廃業届と事業承継者（新事業主）

の開業届を提出した上で、前事業主の事業及び経営権及び従業員、資産、知的財産権等の経営

資源を引き継ぐことをいう。 

(4) 特定創業支援等事業 

産業競争力強化法第１２７条に基づき、各市町村が創業支援事業等計画に定めるものをいう。 

(5) 市街化区域 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５条の規定により山形県が定める鶴岡都市計画区

域に規定する市街化区域をいう。 

(6) 中心市街地 

鶴岡市中心市街地活性化基本計画（令和７年３月策定）第２章第２項に規定する本市の中心市

街地の区域をいう。 

   

３． 補助対象者 

次のすべての条件を満たす方が対象となります。 

(1) 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中小企業者であって、市内に

事業所を有し、小売業、飲食業、サービス業を営む者であること。 

(2) 創業者及び経営経験のない事業承継者については、各市町村の定める特定創業支援等事業を受

けていること。 

(3) 週 4 日以上営業すること。 

(4) 令和 8 年 3 月 31 日まで工事代金の支払いが完了しかつ店舗の営業を開始すること。 

(5) 物件の所有者（所有者が法人の場合はその代表者）と以下の関係にないこと。※ 

（物件を取得する場合は、売主と以下の関係にないこと。） 

①同一法人等に属している 

②同一世帯である 
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③生計を一にしている 

④３親等以内の親族である（ただし、補助対象者（法人の場合は代表者）が県外から移住する

場合は、この限りではない。） 

※ただし、事業承継をする場合はこの限りではない。 

(6) 市税の滞納がないこと。 

※ただし、以下に該当する事業者については、補助対象外となります。 

  ①風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定する風俗営業、性風俗関連特殊営業、

特定遊興飲食店営業、特定性風俗物品販売等営業、その他公序良俗に反するもの。 

  ②宗教活動・政治活動を目的とするものや、遊技場に分類される娯楽業等。 

  ③鶴岡市暴力団排除条例（平成 24 年鶴岡市条例第 6 号）第 6 条の規定に該当するもの。 

  ④その他、市長が適切でないと判断するもの。 

 

４． 補助対象事業 

補助対象者が市内の空き家及び空き店舗を活用し、新規開業に向けた店舗改装を行う事業、及び事

業承継に伴う承継店舗の改装を行う事業とします。 

ただし、補助対象者が市内で事業を行っている期間が申請日時点で５年を超える場合にあっては、

市街化区域において実施するものに限ります。 

※以下に該当する場合は対象外とします。 

①空き家及び空き店舗へ移転することにより、既に営業している店舗が空き店舗となるもの。（た

だし、中心市街地以外の地域から中心市街地へ移転する場合または店舗の拡大を伴う場合を除

く。） 

  ②第三者への転貸を目的として行われる事業であるもの。 

  ③収益性・計画性が乏しく、実現可能性が低いと判断されるもの。 

④その他、市長が適切でないと判断するもの。 

 

５． 補助対象物件 

対象となる空き家及び空き店舗は、店舗、住居、物置、納屋、または資材置き場等に利用されてい

ない状態のものとします。（ただし事業承継に関しては承継する既存店舗を対象とします。） 

 

６． 交付見込件数・対象エリア 

交付見込件数及び事業の対象エリアとしては、以下のとおりとします。 

  (1) 中心市街地開業枠（交付見込件数：6 件） 

(2) 市内開業枠（交付見込件数：4 件） 
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枠 (1)中心市街地開業枠 

（交付見込 6 件） 

(2)市内開業枠 

（交付見込 4 件） 

対象エリア 中心市街地 市街化区域 

（中心市街地以外） 

左記以外の地域 

補助対象者 
   

   

※ただし、中心市街地開業枠を優先します。 

  （参考） 

■中心市街地（赤枠内）■ 

鶴岡市中心市街地活性化基本計画（令和 7 年３月策定）第２章第２項に規定するエリア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■市街化区域■ 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５条の規定により山形県が定める鶴岡都市計画区域に

規定するエリア 

  （鶴岡市街地及び大山・湯野浜・藤島・温海の一部地域） 

  →こちらをご参照ください。 

上記以外の者（創業者・事業承継者等） 

鶴岡市内で 5 年以上事業を営む者 

https://www.city.tsuruoka.lg.jp/seibi/toshikeikaku/gaiyou-map/tosikeikakuzunituite.html
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７． 補助率・補助額 

補助率…補助対象経費合計額の 1/2 以内 

補助上限額…(1) 中心市街地開業枠 １００万円 

      (2) 市内開業枠     ５０万円 

（１，０００円未満切り捨て） 

８． 補助対象経費 

税込金額で、以下の経費を対象とします。 

(1) 内外装工事 

(2) 給排水設備工事 

(3) 冷暖房・空調工事 

(4) 電気・照明工事 

(5) 附帯設備の設置工事 

※ただし、下記の経費は対象外となります。 

①同一の経費について、国、県、市等から他の補助金等の交付を受けているもの 

②店舗と一体的ではない汎用性のある備品（埋め込み型でないエアコン、パソコン、照明器具等、

他の施設においても運用可能なもの）に要する費用 

③住居部分など、直接事業の用途に付さない部分に要する費用 

④建物の共益部分に係る工事費用 

⑤間接経費（振込手数料、運送料、交通費、通信費、光熱費、収入印紙代など） 

⑥その他、市長が適切でないと判断するもの 

９． 補助対象期間 

令和７年５月２０日（火）～令和８年３月３１日（火） 

※補助金の交付決定後に工事着手（契約）し、補助対象期間内に工事及び工事に係る支払いを完了

してください。 

※事業承継にあっては、開業日（開業届に記載されている日）及び補助金交付決定日以降に工事着

手（契約）してください。（ただし、開業日と補助金交付決定日について前後は問いません。） 

※補助対象期間内に店舗の営業を開始してください。 

１０． 交付申請期間 

令和７年５月２０日（火）～令和８年２月２７日（金） 

補助は予算の範囲内で行い、予算がなくなり次第、受付終了となります。 

１１． 補助金交付申請 

【提出書類】 

(1) 令和７年度鶴岡市空き店舗解消リフォーム支援事業申請書（様式第 1 号(第 3 条関係)） 

(2) 事業計画書（様式第 2 号(第 3 条関係)） 
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(3) 収支予算書（様式第 3 号(第 3 条、第 13 条関係)） 

(4) 事業概要書（別記様式(第 7 項関係)） 

(5) 不動産賃貸契約書の写し 

（物件を取得する場合は、売買契約書の写しまたは不動産登記簿謄本の写し） 

(6) 商業登記簿謄本の写し（法人の場合、申請の 3 か月以内に発行されたもの） 

(7) 支出の根拠となる見積書（工事内容の内訳がわかるもの） 

(8) 改装前の建物の外観・内観、改装個所のわかる写真 

(9) 市税納付状況の照会に係る届出（別記様式(第 5 条関係)） 

(10) 特定創業支援等事業を受けたことを証する書類（創業者及びこれまで経営経験のない事業承継

をする者） 

(11) その他市長が必要と認める書類 

 

【書類の提出先】 

鶴岡市役所５階 商工観光部商工課 企業振興班 

※申請書の提出にあたっては、必ず事前にご連絡をお願いします。 

１２． 補助金交付の決定 

補助金交付が決定した方には、申請から１０日間を目途に、「補助金交付決定通知書」を発行しま

す。 

１３．事業計画の変更 

  交付決定事業者は、事業内容や事業実施期間、経費の変更（補助対象経費の合計額の２割以上の増

減）があるときは、必ず事前にご連絡をお願いします。変更申請書の提出が必要な場合があります。 

１４．実績報告書の提出 

  改装工事が完了し、施工業者への支払が完了した日または店舗の営業を開始した日のいずれか遅い

日より３０日以内に、下記の書類をご提出ください。 

  【提出書類】 

(1) 令和７年度補助事業等実績(状況)報告書（様式第 9 号(第 11 条、第 13 条関係)） 

(2) 事業報告書 

(3) 収支計算書（様式第 3 号(第 3 条、第 13 条関係)） 

(4) 領収証等、支払を証明できる書類の写し 

(5) 改装後の改装個所がわかる写真 

（改装前の写真と対比できるように、同じ位置から撮影してください。追加工事があった際は、

改装前の写真も併せてご提出ください。） 

(6) 開業届の写し（創業者及び事業承継者） 

(7) 廃業届の写し（事業承継の場合、前事業主提出のもの） 

(8) その他市長が必要と認める書類 
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１５．補助金額の確定 

  実績報告書の提出後、内容を精査し問題がない場合、提出から１０日間を目途に補助金額を確定し

ます。 

額が確定した後、市から「補助金の額の確定通知書」を発行いたします。 

１６．補助金の交付 

  補助金の交付については、事業完了後の精算払いとなります。 

「補助金の額の確定通知書」を受理した後、事業者から市に対し、市指定の請求書を提出していた

だきます。提出から半月を目途に、市から事業者の指定口座に補助金が振り込まれます。 

 

１７．補助事業の取消し・補助金の返還 

  申請者（補助対象者）の責に帰属する事由により、補助金の交付決定の内容または条件に違反、補

助金を他の用途に使用した場合、不作為等により事業が計画通り進捗していない場合などが市で認め

られたときは、補助金の一部もしくは全額を返還していただく場合があります。 

 

１８．情報公開 

  採択事業については、事業名、事業概要、申請者の名称及び代表者名をホームページ等で公表する

ことがあります。当該項目の公表については、申請者の了解を得たものとさせていただきます。 

 

１９．その他の注意事項 

補助完了後に、事業開始後の運営状況に関する調査にご協力いただきます。 

 

２０．お問合せ 

  鶴岡市商工観光部 商工課 

〒997-8601 鶴岡市馬場町 9-25 

TEL：0235-35-1299(商工課直通） FAX：0235-25-7111 

E-mail：shoko@city.tsuruoka.yamagata.jp 

ご不明な点等がございましたら、上記お問い合わせ先までご連絡をお願いいたします。 

 

 

 


